
事例Ⅰ～組織・人事～
担当講師：古森 創

中小企業診断士｜２次試験対策「基本講義」
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テーマNo.1 環境分析

テーマNo.2 経営戦略立案プロセス

テーマNo.3 成長戦略

テーマNo.4 競争戦略

テーマNo.5 経営組織の形態と構造

テーマNo.6 組織連携

テーマNo.7 経営組織の運営

テーマNo.8 雇用管理と人事評価

テーマNo.9 労務管理・労働関連法規



講義の全体像
これから学ぶ内容をまとめてみると

テーマNo.5 
経営組織の形態と構造
テーマNo.7
経営組織の運営

テーマNo.8
雇用管理と人事評価
テーマNo.9
労務管理・労働関連法規

組織

テーマNo.6
組織連携

組織

組織

体制・運営

人事
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過去問分析① （組織・人事の一次知識関連）
年度 問題 内容

平成１９年度

第４問①
第４問②
第４問③

Ｘブランドを取り扱う従業員の満足度が低い理由
インストアショップの従業員の満足度が低い理由
社歴が長い従業員の満足度が低い理由

平成２０年度
第３問
第４問

工場長への権限強化によるコスト削減効果

ＳＷＳによる生産性向上の効果と留意点

平成２１年度
第３問
第４問

Ｍ＆Ａが与える組織への影響

人材登用の効果

平成２２年度 第３問 成果主義導入のメリットとデメリット

平成２３年度 第４問 目標達成のための組織管理上の施策

平成２４年度

第４問

第５問

海外現地工場の係長クラスの人材に対して､運営管理以外に期
待する役割と必要な能力

日本国内で課長以上の社員を対象に成果主義型賃金制度を設
計、導入する際の留意点
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過去問分析② （組織・人事の一次知識関連）

年度 問題 内容

平成２５年度

第１問②
第２問①
第２問②
第３問

Ａ社の特質を踏まえた人事戦略の助言
Ａ社の人事戦略分析
非正規社員のロイヤリティ向上策

Ａ社の採用方針の変化についての分析

平成２６年度
第３問
第５問

組織管理上の課題分析

人材の定着率向上のためのモチベーション管理施策

平成２７年度

第２問

第３問

第４問
第５問

Ａ社が新規事業となるプラスチック成型事業を関連会社に移管し
た理由
関連会社が手掛ける事業がグループ売上の60％を占めるまでに
成長したことから生じる可能性がある経営課題
成果主義型賃金制度を導入しない理由

プラスチィク製造を主力事業としてきたＡ社がサービス事業（健康
ソリューション事業）を拡大させる上での組織文化の変革・人材育
成における留意点

平成２８年度
第３問 有能な人材を確保するための人事施策の提言
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過去問分析③ （組織・人事の一次知識関連）
年度 問題 内容

平成２９年度 第5問 今後の事業展開に向けた組織的課題の分析

平成３０年度

第３問
第４問

組織改編の目的についての分析

社員のチャレンジ精神や独創性維持のための取り組みについて
の助言

令和元年度

第2問

第4問

第5問

古い営業体質の背景にあるA社の企業風土についての分析
A社の営業社員が新規事業の拡大に積極的に取組むようになっ
た要因についての分析

機能別組織からの組織再編を見送ることにした理由についての
分析

令和2年度

第2問

第4問

総務担当責任者が前任から仕事を引き継ぎ、情報システム化を
進めた手順の分析

グループ全体の人事制度を確立していくために考慮すべき留意
点の助言

令和3年度

第1問
第3問

第4問

印刷工場を持たないファブレス化を行った理由の分析

印刷業から広告制作業へと事業ドメインを拡大させたことによる
利点と欠点の分析

２代目が構築してきた外部企業との関係の今後の方向性につい
ての助言
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過去問分析③ （組織・人事の一次知識関連）
年度 問題 内容

令和４年度

第1問
第3問

第4問

印刷工場を持たないファブレス化を行った理由の分析

印刷業から広告制作業へと事業ドメインを拡大させたことによる
利点と欠点の分析

２代目が構築してきた外部企業との関係の今後の方向性につい
ての助言

令和5年度

第3問
第4問
（設問１）

経営統合に先立つ留意点の助言
経営統合過程のマネジメントとして、事業展開についての助言



テーマ５ 経営組織の形態と構造
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テーマ５ 経営組織の形態と構造

共通目的

コミュニ
ケーション

（伝達）

貢献意欲

組織成立の要件 組織存続の条件

■ 伝統的組織論

（１）専門化の原則

（２）権限・責任一致の原則

（３）統制範囲の原則（スパン・オブ・コントロールの原則）

（４）命令一元化の原則

■ バーナードの組織論

■組織の有効性

■組織の能率

✓

✓







小規模企業

中規模企業

大企業

機能別組織

ライン組織

ライン＆スタッフ組織

事業部制組織

カンパニー制組織
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テーマ５ 経営組織の形態と構造 （機能別組織）

製
造

経営者

販
売

経
理

総
務

専門化の原則

長所 ①専門化の原則により、各部署での業
務の習熟度が早まり、成果を上げや
すくなる。

短所 ①部署間でのセクショナリズムが発生し
やすい。

②経営層の負担が大きくなる。

③次世代のトップマネジメントの養成が

難しい。
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テーマ５ 経営組織の形態と構造 （ライン組織）

命令一元化の原則

社長

製造部長 営業部長

工場長 開発課長 営業所長 営業所長

一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員

ライン組織
社長

製造部長 営業部長

工場長 開発課長 営業所長 営業所長

一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員

社長

製造部長 営業部長

工場長 開発課長 営業所長 営業所長

一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員

ライン組織

長所 ①職務の範囲、内容が明確である。

②指示命令系統が明確である。

③各職位の責任・権限が明確である。

④組織間の秩序を維持しやすい。

短所 ①上位層の負担が過剰になる。

②下位層は権限が小さく、モチベショ

ンが低下しやすい。

③コミュニケーションの効率が悪い。

④利益責任の所在がわかりづらい。
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テーマ５ 経営組織の形態と構造
（ライン・アンド・スタッフ組織）

専門化の原則

命令一元化の原則

長所 ①指示命令系統が明確。

②専門家の知識を活用できる。

短所 ①上位層の負担が過剰になる。

②組織内のコミュニケーション効率がわるい。

③利益責任の所在がわかりづらい。

④ラインとスタッフのバランスが崩れると組織
の混乱が生じる。

⑤スタッフが権限をもち、現場を振り回す。

社長

製造部長 営業部長

工場長 開発課長 営業所長Ａ 営業所長Ｂ

一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員

総務部 経営企画室

ラインアンドスタッフ組織 社長

製造部長 営業部長

工場長 開発課長 営業所長Ａ 営業所長Ｂ

一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員

総務部 経営企画室

社長

製造部長 営業部長

工場長 開発課長 営業所長Ａ 営業所長Ｂ

一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員

総務部 経営企画室

ラインアンドスタッフ組織
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テーマ５ 経営組織の形態と構造（事業部制組織）
長所 ①事業部ごとの利益責任が明確。

②意思決定が速くなる。

③市場対応の質とスピードが向上する。

④経営者候補を育成できる。

短所 ①全社方針からの逸脱

②業務の重複、二重投資が起きやすい。

③短期業績志向になりやすい。

④事業部間のコミュニケーションが困難。

社長

経営企画室総務部

Ｂ事業部長Ａ事業部長

生産課長営業課長生産課長営業課長

一般社員 一般社員一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員 一般社員
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テーマ５ 経営組織の形態と構造 （カンパニー制組織）

Ａ
事
業
部
長

経営者

総務部

経営企画室

Ｂ
事
業
部
長

Ｃ
事
業
部
長

特徴 カンパニーは社内資本金をもつインベスト
メント･センター

Ｄ
事
業
部
長

Ｘカンパニー Ｙカンパニー

長所 ①指示決定の迅速化、創造性の発揮、企業
家精神の醸成が期待できる。

短所 ①プレジデントの負う責任が大きくなる。

②プレジデントの財務マインドを醸成しず
らい。
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テーマ５ 経営組織の形態と構造 （動態的組織）

■ プロジェクト組織 ・ タスクフォース
組織間にまたがる経営戦略的課題解決のために専門家を集めた臨
時的組織

■ 課制廃止
プロジェクトや事業ごとにチームを結成。
少数精鋭の組織やベンチャー企業に向く。

プロジェクト組織 タスクフォース

特徴 ①メンバーはプロジェクトに専任
②予算の権限有り
③課題解決後に解散

①メンバーは現状職務と兼務
②予算の権限無し
③プロジェクト組織よりも短期的

✓

✓
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過去の出題事例

令和元年 第５問（配点20点）
Ａ社長は、今回、組織再編を経営コンサルタントの助言を熟考した上で見送ることとし
た。その最大の理由として、どのようなことが考えられるか。100字以内で答えよ。
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【与件】
他－② 二代目の長男が現代表取締役のＡ社長で、副社長には数歳年下の弟が、そ

して専務にはほぼ同年代のいとこが就いており、この３人で経営を担っている。
他－③ 全国に７つの営業所を構えるＡ社は、若い経営トップとともに総勢約80名の社

員が事業の拡大に取り組んでいる。
他－㉓ こうして再生に向けて経営改革に取り組むＡ社の組織は、本社内に拠点を置

く製造部、開発部、総務部と全国７地域を束ねる営業部が機能別に組織され
ており、営業を主に統括するのが副社長、開発と製造を主に統括するのが専
務、そして大所高所からすべての部門にＡ社長が目配りをする体制となって
いる。

他－㉔ これまでリストラなどの経営改革に取り組んできたものの、Ａ社の組織は、創
業当時の機能別組織のままである。

他－⑭ Ａ社のこれまでの事業や技術力を客観的に見直し、時代にあった企業として
再生していくことを目的に、経営コンサルタントに助言を求めながら、経営改
革を本格化させたのである。

【解答骨子】
・現状の機能別組織が適している
・現組織で問題も現れていない。


